
１　職員の任免及び職員数に関する状況 (条例第３条第１号)

(１)　職員の採用の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

      

(２)　職員の退職の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
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　北栄町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年北栄町条例第151号。以下「条例
という。）第４条の規定により、人事行政の運営等の状況を次のとおり公表する。

平成25年10月28日

　　                                                                                 北栄町長　松本　昭夫



２　職員の給与の状況 (条例第３条第２号)

１　総括
(1)　人件費の状況（普通会計決算）

(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １  　職員手当には退職手当を含みません。 

(3)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １  　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です
２　（　）内は、国の給与改定特例法の措置がなかった場合の参考値です。

２　一般行政職給料表の状況（25年４月１日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 一般行政職

（注） １ 　「平均給料月額」とは、25年４月１日現在における各職員の基本給の平均です。 

(2)　職員の初任給の状況（25年４月１日現在）

(3)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（25年４月１日現在）

※対象者が少ないため、以下の平均で算出

４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)　一般行政職の級別職員数の状況（25年４月１日現在）

人 ％ 1 ##
人 ％ 2 17
人 ％ 3 35
人 ％ 4 23
人 ％ 5 9
人 ％ 6 1.9

（注） １ 　給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
２ 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務。です。

区分 住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 (参考)
(24年度末) Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 23年度の人件費率

24年度 15,755人 7,764,532千円 230,299千円 1,255,982千円 16.2％ 1.65%

区分
職員数 給与費 一人当たり

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 Ｂ　計 給与費 B/A
24年度 164人 529,978千円 55,003千円 189,223千円 774,204千円 4,721千円

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
北栄町 95.8 94.7 96.2 95.6 103.3(95.4)
鳥取県 98.8 95.3 94.8 94.0 101.2(93.6)

289,200 320,600
給料月額

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

307,800 363,200 405,800 424,000

６級
１号給の

135,600 185,800 222,900 261,900

461,100
給料月額

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

40.3歳 300,075円 332,910円

最高号給の
243,700

２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
すべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

一般行政職 上級試験 172,200円
初級試験 140,100円

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
一般行政職 大学卒 211,600円 270,900円 309,500円

高校卒 195,500円 213,600円 280,100円

経験年数10年 7年以上10年未満
経験年数15年 10年以上15年未満
経験年数20年 15年以上20年未満

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1　級 主事・技師 15 14.0
2　級 主事・司書 18 16.8
3　級 副主幹、主任 37 34.6
4　級 室長、主幹 25 23.4
5　級 課長 10 9.3
6　級 課長 2 1.9



(2)　昇給への勤務成績の反映状況
平成２７年度実施に向けて検討中

５　職員の手当の状況
(1)　期末手当・勤勉手当

 【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）
5、6級の職員には、平成25年6月から実施。その他の職員は、同年12月から実施予定

(2)　退職手当（25年４月１日現在）

(3)　特殊勤務手当（25年４月１日現在）

(4)　時間外勤務手当

１人当たり平均支給額（24年度） 1,235千円
（24年度支給割合）

期末手当    勤勉手当    
2.6月分 1.35月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
6級15％、4、5級10％、3級5％

（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 23.03月分 28.7875月分
勤続25年 32.83月分 38.9550月分
勤続35年 46.55月分 55.8600月分
最高限度額 55.86月分 55.8600月分

支給実績（2４年度決算） 733千円
支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 733千円
職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 0.57%
手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価
行旅死病人の救護等
に従事する職員の特
殊勤務手当

従事した職員 職員が行旅病人の救護のため病人
を護送し、又は行旅死人の認識に関
する調査その他の取扱いに従事し
たときに支給

従事した１回につき1,000円

北条砂丘風力発電所
電気主任技術者の代
行手当

従事した職員 職員が電気主任技術者の不在時に
電気主任技術者の業務を代行した
ときに支給

従事した１回につき2,500円

防疫作業従事職員の
特殊勤務手当

従事した職員 職員が法律に定める感染症等の病
原体に汚染されている区域において
患者の看護等に従事したときに支給

従事した１回につき1,000円

支給実績（24年度決算） 19,379,509円
職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 13,2736円（146人）

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級



(5)　その他の手当（25年４月１日現在）

６　特別職の報酬等の状況（25年４月１日現在）

（注）

７　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況

人
人
人
人
人

(2)　年齢別職員構成の状況（25年４月１日現在）

0 人 4 人 17 人 15 人 25 人 32 人 26 人 13 人 15 人 12 人 14 人 1 人 人

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度
と異なる
内容

支給実績
（24年度
決算）

支給職員１人当
平均支給年額
（24年度決算）

扶養手当

配偶者 13,000 円

同 - 16,611,678円
207,646円
（80人）

配偶者以外 6,500 円
１人(配偶者なし) 11,000 円
特定期間の加算 5,000 円

住居手当
家賃23,000円以下 家賃額－12,000円

同 - 7,167,523円
275,673円
（26人）

家賃23,000円を超え55,000円未満 (家賃額－23,000円)×1/2＋11,000円

家賃55,000円以上 27,000円

通勤手当
 交通機関利用者 最高支給限度額 55,000 円

同 - 8,352,288円
61,413円
（136人）交通用具使用者2km～60ｋｍ以上 2,000 円～24,500 円

管理職手当
総務課長 12%

異 - 7,426,032円
412,557円
（18人）

その他の課長等 10%
参事等 6%

単身赴任手当
配偶者の住居との距離が60km以上 23,000 円

同 - 0円
0円

（0人）配偶者住居との交通距離に応じて加算額 6,000 円～45,000 円

区分
給
料

市区町村長 802,000円
副市町村長 642,000円

報
酬

議長 331,000円
副議長 240,000円
議員 224,000円

期
末
手
当

市区町村長 （25年度支給割合） 2.95月分
副市町村長 加算 月額×1.2
議長
副議長 2.95月分
議員 加算 月額×1.2

16,040,000円 任期毎に支給
副市町村長 280/100 7,190,400円 任期毎に支給
１  　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた
場合における退職手当の見込額です。

区分 　　職員数

退
職
手

（支給率） （１期の手当額） （支給時期）
市区町村長 500/100

部門 平成25年4月1日

普通会計部門
一般行政部門 123
教育部門 35

小計 158
公営企業等会計部門 16

合計 174

区分
20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳 以上

職員数 174
39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 (条例第３条第３号)

(１)　職員の勤務時間（一般職の標準的なもの／平成24年４月１日）

(２)　年次有給休暇の取得状況（平成24年１月１日～平成24年12月31日）

(３)　時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

(４)　主な特別休暇の状況（平成25年４月１日）

(５)　就学部分休業の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

(６)　育児休業の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

※取得件数には平成24年度以前に取得している者及び平成24年中に終了した者を含む。

※（　）内は平成24年度の新規取得者

7（4）育児休業の取得件数 0

同じ

就学部分休業の取消件数

ボランティア休暇

一般行政職

Ｂ／Ａ

9,821時間 5.6時間

Ｃ

産前6週・産後8週産前・産後休暇

国の制度との比較付与日数・期間等

同じ結婚休暇

12時から13時

終了時刻

17時15分

開始時刻

8時30分

総使用日数

7.75時間

平均使用日数総付与日数

休憩時間

取得率全対象職員数

同じ

5日以内

産前8週・産後8週

5日

Ｂ

主な特別休暇の種類

24.6%

夏季休暇

職員一人当りの時間外・
休日勤務月平均時間数

無無

盆等の諸行事のため

休暇の概要

合計

6,036.025日 156人 9.6日1,494日

Ｂ／ＣＡ

社会貢献の活動を行うとき

制度の有無

3日

時間外休日勤務総時間数

１日の勤務時間

職員が結婚した場合

女性職員が出産した場合

男性

就学部分休業の承認件数

技能労務職職

女性

一般行政職



(７)　旅費制度の概要

選挙長

開票立会人

選挙立会人

特
別
職

2,200円

投票所の投票立会人

日当（１日
につき）

投票所の投票管理者

2,600円

教育委員会委員

農業委員会委員

同和地区生活相談員

体育指導委員

期日前投票所の投票管理者

13,100円

財産区管理会委員

期日前投票所の投票立会人

監査委員

交通安全指導員

選挙管理委員会委員

開票管理者

区分

文化会館館長

一般職

食卓料（１
夜につき）

10,900円

11,800円

議会の議員

町長、副町長、教育長

宿泊料（１夜につき）

2,200円9,800円

県外

人権教育推進員

県内

2,600円

隣保館長



４　職員の分限及び懲戒処分の状況 (条例第３条第４号)

(１)　分限処分者数（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

(２)　懲戒等処分者数（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

５　職員の服務の状況 (条例第３条第５号)

営利企業等従事許可の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

2

報酬を得て事業又は事務に従事する場合

自ら営利を目的とする私企業を営む場合

内容

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 －

人　　数

計 注意

1

訓告

－

免職減給

職に必要な適格性を欠く場合

1

4

内容 休職免職

勤務実績が良くない場合

降任

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、
過員を生じた場合

条例で定めた事由による場合

心身の故障の場合

計

4

－

0

降給

信用失墜行為をした場合

計

内容

2

停職

刑事事件に関し起訴された場合

法令に違反した場合

戒告

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その
他の団体の役員、顧問、評議員及び当該会社、団体の重要
方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合

0



６　職員の研修及び勤務成績の評価の状況 (条例第３条第６号)

(１)　研修機関における研修の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

(２)　職場における研修の状況

7/6

2

1

1/21～1/29

1

9/11

1

1

36

11/21～11/22

1

8/24

5/11

1

1

7/31 1

2

1

7

6

1

10/19

2/21～2/22

2 2

1

17

1

コーチング入門講座

管理職のためのメンタルヘルス講座

2

1

2

1

7/9～7/12

1

中堅職員研修 51

5 51

10/18～10/19

8/20～8/22

1 4採用５年目研修

研修期間 研修回数

4

1

修了者数研修名

階
層
別
研
修

5/7、5/24

4/16～4/20、9/11～9/13新規採用職員・フォロー研修

40

1

3

1

2

3

36

3

9/24～9/26

キャリア開発講座

11/8～11/9

備考参加者数

4 4

7

5

5

7

6

議会事務

能
力
開
発

危機管理講座（総論編）

4/24

新規採用職員研修

8/23～8･24

プレゼンテーション講座（入門） 11/13～11/14

10/9～10/10

政策法務講座（応用編）

防災研修

3

1

1

クレーム対応講座

変革のためのマネジメント講座

9/14

研修期間

災害支援ボランティアリーダー

人事評価

自治体法務入門講座

危機管理講座（マスコミ対応編）

市町村税徴収事務

保健活動専門研修

プレゼンテーション講座（スキルアップ）

その他

2

1

1

3

6

5

1

1

3

新任課長研修

採用３年目研修

政策法務講座（基礎編）

臨時職員、非常勤職員研修

新任課長補佐研修

4/12、5/28

新任係長級研修 6/26～6/28 1

備考

4

45

10/9～10/19、11/12～11/22

1

2

研修回数

1

116 115

6

4

参加者数

1

修了者数

40

新規採用職員フォロー研修

新規採用職員研修（西瓜販売） 6/23、7/7

10/25

1

2

8/1～8/2 1 8 8

3

10/2～10/3

9/3～9/4

2

111/15～11/16

3

1 2 2

研修名

22

1

2

2

交渉力向上講座

2 2

1 3 3

7

2 98 98

専
門
研
修

中
央
研
修

合　計

メンタルヘルス研修 9/27、10/30 2 107 107

男女共同参画研修 10/3、10/10



(３)　職員の人事交流の状況

(４)　人事評価制度

７　職員の福祉及び利益の保護の状況 (条例第３条第７号)

（１）　職員の健康診断の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

（２） 福利厚生事業の状況

①（財）鳥取県市町村職員互助会について

（ア） 負担率

（イ） 平成24年度北栄町負担金決算額　　502千円（職員一人当たり　2,820円）

（ウ）事業内容

給付事業

鳥取県市町村職員互助会の詳しい事業内容は、こちらをご覧ください。

http://www.tori-ctvkyousai.or.jp/06_gojyokai/index.html

②北栄町職員互助会について

（ア） 平成24年度互助会費決算額　1,876,334円（職員負担率：給料の3/1000）

（イ） 平成24年度北栄町補助金決算額　0千円

（ウ）事業内容

給付事業

③福利厚生事業

・スポーツ大会

・その他

1：1

町負担金 負担割合（職員：町）

給料にかかる率

期末手当にかかる率

職員掛金

0.625/1000

0.5/1000

0.625/1000

0.5/1000

109

健康診断の種類
臨時的任用職員等

健康診断

受診者

人間ドック 69 69

受診者対象者

職員(特別職含む)

平成19年度から行政事務の複雑化、広域化に対処し、地方分権の進展に伴う新規行政需
要に対応できる職員の養成と資質の向上等を目的に県との相互交流派遣を実施。
平成24年度は、県へ２名の職員を派遣し、町へ２名の職員の受け入れを実施した。
また、県から指導主事２名の職員の受け入れを実施。

153

141

14199

178計 153

弔慰金、退会せん別金、結婚祝金、出産祝金、傷病見舞金、災害見舞金

対象者

人材育成の観点から平成20年９月に全職員を対象とした人事評価制度（能力評価）の試行
を開始し、平成24年11月から業績評価の試行を開始した。
職員各自が、組織の目標を明確に意識し、主体的に取り組むことを促し、職員の意欲を向
上させ、さらなる住民サービスの向上を図る。
今後は、勤勉手当や昇給・昇任に制度を活用するため、公平で精度の高い制度の確立を
目指す。

168

--

厚生事業 団体補助、研修旅行補助、体育事業

入院見舞金、出産祝金、結婚祝金、弔慰金、入学（就職）祝金、災害見舞金、退会せん別金

福祉事業
宿泊保養施設利用助成、リフレッシュ施設利用助成、生活習慣病予防支援事業、インフ
ルエンザ予防接種助成、シルバードック、団体旅行あっ旋、健康ウォーク



立等の利益の保護の状況 (条例第３条第１項第８号)

(１)　勤務条件に関する措置の要求の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

(２)　不利益処分に関する不服申立の状況（平成24年４月１日～平成25年３月31日）

８ 職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申

24.4.1～25.3.31
終結件数
（Ｃ）

－ －

－

25.3.31現在
継続件数
（Ａ）＋（Ｂ）－
（Ｃ）

－

24.3.31現在
継続件数
（Ａ）

－

－ －

3

3

24.4.1～25.3.31
措置要求件数

（Ｂ）

24.4.1～25.3.31
終結件数
（Ｃ）

25.3.31現在
継続件数
（Ａ）＋（Ｂ）－
（Ｃ）

－

－

－

3 －

一般行政職

－

－

計

計

技能労務職

24.3.31現在
継続件数
（Ａ）

24.4.1～25.3.31
措置要求件数

（Ｂ）

－－

－

－

－3 －

－

技能労務職

一般行政職


